
目標年度

基本目標【達成すべき目標及び目標
設定の考え方・根拠】

最終アウトカム：民主政治の健全な発達
中間アウトカム：日本国憲法の精神に則り、選挙制度を確立し、その選挙が公明且つ適正に行われることを確保するとともに、政治活動が国民の不断の監視と批判の下に
                       行われるようにするため、政治資金の収支の状況を明らかにし、公明で公正な政治活動を確保する。

政策評価実施予定
時期

令和３年８月

施策目標

主要な政策に係る政策評価の事前分析表（平成31年度実施政策）

政策（※１）名 政策７：選挙制度等の適切な運用

担当部局課室名
自治行政局選挙部選挙課、管理課、
政治資金課他３室

作成責任者名
自治行政局選挙部管理課長
嶋　一哉

政策の概要
社会ニーズ等に対応した選挙制度に係る調査研究、選挙の管理執行体制の改善や選挙制度の周知等を実施するとと
もに、政治資金収支報告書の公表等による政治資金の透明化を図る。

分野【政策体系上の
位置付け】

選挙制度等

　　　　　　　　測定指標
（数字に○を付した測定指標は、主
要な測定指標）

基準（値） 目標（値）

年度ごとの目標（値）
測定指標の選定理由、施策目標と測定指標の関係性（因果関係）

及び目標（値）（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績（値）（※２）

施策手段 基準年度 30年度 31年度 32年度

選挙制度に関する
調査研究を行い、平
成30年度に取りまと
め予定の研究会報
告等を踏まえて、実
施可能なものから制
度改正を実施

令和
２年度

選挙制度に関する
調査研究を行い、研
究会報告をとりまと
め、実施可能なもの
から制度改正を実施

選挙制度に関する
調査研究を行うとと
もに、これまでの研
究会報告等を踏まえ
て、実施可能なもの
から制度改正を実施

選挙制度に関する
調査研究を行うとと
もに、これまでの研
究会報告等を踏まえ
て、実施可能なもの
から制度改正を実施

投票率が低下傾向にある中、選挙制度に関する調査研究を行う必要があ
り、ICT技術の進展等を踏まえて、有権者が投票しやすい環境を一層整備す
る必要があることから、指標として設定。

【参考（衆・参各５回ずつの投票率）】
○第48回衆議院議員総選挙（H29.10施行)
　53.68%
○第47回衆議院議員総選挙（H26.12施行）
　52.66%
○第46回衆議院議員総選挙（H24.12施行）
　59.32%
○第45回衆議院議員総選挙（H21.8施行）
　69.28%
○第44回衆議院議員総選挙（H17.9施行）
　67.51%
○第24回参議院議員通常選挙（H28.7施行）
　54.70%
○第23回参議院議員通常選挙（H25.7施行）
  52.61%
○第22回参議院議員通常選挙（H22.7施行）
  57.92%
○第21回参議院議員通常選挙（H19.7施行）
　58.64%
○第20回参議院議員通常選挙（H16.7施行）
　56.57%

平成30年8月に「投
票環境の向上方策
等に関する研究会」
の報告をとりまとめ
た。
これを受け、在外選
挙インターネット投
票について調査研
究を実施したほか、
平成30年12月に、選
挙人名簿対照にお
ける無線通信のセ
キュリティ確保、期
日前投票所の混雑
対策、代理投票時に
おける投票の秘密に
配慮した取組につい
て、都道府県選挙管
理委員会宛てに通
知を実施。

－ －

公職選挙法の
趣旨に則り、選
挙制度の確立
に寄与すること

投票率の向上に向
け有権者が投票し
やすい環境を整備
する

①

選挙制度に関する調査研究を
行うとともに、有権者が投票し
やすい環境整備の方策等を検
討し、制度改正を実施
　＜アウトプット指標＞

学識経験者・実務者
で構成する「投票環
境の向上方策等に
関する研究会」等に
て選挙制度に関する
調査研究を行い、ＩＣ
Ｔを活用した投票環
境の向上等を柱に
各方策の検討を実
施

平成
29年度

（総務省31－⑦）
モニタリング



公明かつ適正
な選挙執行を
実現するため、
国民の選挙に
対する意識を
向上させること

主権者教育の推進
のため、常時啓発事
業の実施等

2

常時啓発事業の実施及び選挙
管理委員会等が実施する主権
者教育等の取組の支援等
　＜アウトプット指標＞

参加・実践等を通じ
た政治意識の向上
を図るための常時啓
発事業の実施（高校
生向けの副教材の
作成等）や選管等が
実施する出前授業
に対する支援（主権
者教育アドバイザー
の派遣等）を実施

平成
29年度

参加・実践等を通じ
た政治意識の向上
を図るための常時啓
発事業の実施（高校
生向けの副教材の
作成等）や選管等が
実施する出前授業
に対する支援（主権
者教育アドバイザー
の派遣等）を実施

令和
２年度

参加・実践等を通じ
た政治意識の向上
を図るための常時啓
発事業の実施（高校
生向けの副教材の
作成等）や選管等が
実施する出前授業
に対する支援（主権
者教育アドバイザー
の派遣等）を実施

参加・実践等を通じ
た政治意識の向上
を図るための常時啓
発事業の実施（高校
生向けの副教材の
作成等）や選管等が
実施する出前授業
に対する支援（主権
者教育アドバイザー
の派遣等）を実施

参加・実践等を通じ
た政治意識の向上
を図るための常時啓
発事業の実施（高校
生向けの副教材の
作成等）や選管等が
実施する出前授業
に対する支援（主権
者教育アドバイザー
の派遣等）を実施

いずれの選挙においても投票率が低下傾向にあるため、投票行動につなが
るような、参加・実践等を通じた政治意識の向上事業などを実施する必要が
あるため、常時啓発事業の実施等を指標として設定。
特に若者の投票率が著しく低い中、選挙権年齢が18歳以上に引き下げられ
たことを踏まえ、選挙が公明かつ適正に行われるよう、新たに投票の権利を
得る若者に対して、選挙人の政治意識の向上を図っていくことが重要である
ことから、高校生に向けた主権者教育の推進事業の柱である出前授業の実
施選管数を別途、指標として設定。

※主権者教育とは、「若者の政治意識の向上」、「将来の有権者である子供
たちの意識の醸成」、「地域の明るい選挙推進協議会活動の活性化」を柱と
した取組を進めることなどにより、国や社会の問題を自分の問題として捉え、
自ら考え、判断し、行動していく「主権者」を育てるもの。

【参考（直近の国政選挙投票率）】
○第48回衆議院議員総選挙（H29.10施行)
　全体 53.68%
　10代 40.49%
○第24回参議院議員通常選挙（H28.7施行）
　全体 54.70%
　10代 46.78%

【参考（平成29年度取組実績）】
○主な取組
・高校生向け副教材の作成：生徒用　約130万部、教師用約１万４千部
・主権者教育アドバイザー派遣 ：39件実施
○その他の取組
・若者啓発イベントの開催　参加者：約1,100人（Youtube Live視聴者を含む）
・モデル事業：７件実施
・研修事業：21件実施
・若者啓発クイズ動画の作成
・大学生等による選挙出前授業モデルの作成
・選挙出前授業見本市の開催

【参考（平成29年度出前授業の取組状況）】
○実施選管800団体、実施高校1,495校、その他学校（小学校、中学校、大学
等）1,361校＜いずれも平成29年12月までの実績及び１月～３月までの見込
＞

○主な取組
・高校生向け副教材
の作成：新1年生用
約130万部
・主権者教育アドバ
イザー派遣 ：80件実
施
○その他の取組
・若者啓発イベント
の開催　参加者：約
70人
・モデル事業：3件実
施
・研修事業：21件実
施
・選挙啓発動画の作
成
・大学生等との連携
による啓発チラシの
作成
・選挙出前授業見本
市の開催

－ －

令和
２年度

国民投票制度の認知度：80％以上 国民投票権年齢を18歳に引き下げる等を内容とする憲法改正国民投票法改
正法が平成26年６月20日に公布・施行され、施行後４年以降は投票権年齢
が18歳に引き下がることを踏まえ、制度内容を有権者、選挙管理委員会等
へ周知啓発を行う必要があるため、指標として設定。

※(公財）明るい選挙推進協会が実施した第48回衆議院議員総選挙全国意
識調査にて、国民投票制度を①よく知っている、②だいたい内容を知ってい
る、③内容は知らないが「国民投票（制度）」という言葉は聞いたことがあると
いう回答数を基に制度の認知度を算出している。

・高校生向け副教材
の中で解説ページを
設け、新１年生に配
布した。
約130万部

－ －

国民投票制度の認
知度：80％以上

公明かつ適正
な国民投票の
執行を実現す
るため、国民投
票制度の認知
度を高めること

国民投票制度の内
容の周知啓発による
環境整備

3
国民投票制度の認知度
   ＜アウトカム指標＞

国民投票制度の認
知度：82.8％（第48
回衆議院議員総選
挙全国意識調査（平
成30年7月公表）に
よる）

平成
29年度



令和
２年度

国会議員関係政治
団体について、過去
３ヵ年平均の提出率
以上
【平成27年分～平成
29年分収支報告】

国会議員関係政治
団体について、過去
３ヵ年平均の提出率
以上
【平成28年分～平成
30年分収支報告】

国会議員関係政治
団体について、過去
３ヵ年平均の提出率
以上
【平成29年分～平成
31年分収支報告】

96.0% － －

令和
２年度

政党、政治資金団体
について、提出率
100％

政党、政治資金団体
について、提出率
100％

政党、政治資金団体
について、提出率
100％

政党本部：100％
政党支部：99.4％

政治資金団体：100%
－

政治資金の透
明性を確保す
ること

政治団体の収支報
告書が提出され、そ
の内容が公開される
こと

4

総務大臣届出政治団体の収支
報告書提出率（収支報告書定
期公表率）
　＜アウトプット指標＞

政党本部：100％
政党支部：100％
政治資金団体：
100％
【平成28年分収支報
告】

平成
29年度

政治団体全体の過
去３ヵ年平均の提出
率：89.6％
【平成26年分～平成
28年分収支報告】

平成
29年度

政党、政治資金団体
について、提出率
100％

政治団体全体で、過
去３ヵ年平均の提出
率以上
【平成29年分～平成
31年分収支報告】

令和
２年度

政治団体全体で、過
去３ヵ年平均の提出
率以上
【平成27年分～平成
29年分収支報告】

政治団体全体で、過
去３ヵ年平均の提出
率以上
【平成28年分～平成
30年分収支報告】

政治団体全体で、過
去３ヵ年平均の提出
率以上
【平成29年分～平成
31年分収支報告】

90.3% － －

政治資金の収支については、それぞれの政治団体の収支報告書の公開を
通じて国民の監視の下に置かれており、その是非など収支報告書の内容に
対する判断は、国民に委ねられているものであり、収支報告書の提出率が
高まることは、政治資金の透明性確保につながることから、指標として設定。

【参考（提出団体数 H28年分）】
（総務大臣届出分）
・政党本部 ９団体
・政党支部 193団体
・政治資金団体 ２団体
・その他の政治団体 2,895団体
※上記のうち国会議員関係政治団体 783団体
（総務大臣及び都道府県選管届出分）
・全政治団体 57,596団体

平成
29年度

国会議員関係政治
団体の過去３ヵ年平
均の提出率：94.8％
【平成26年分～平成
28年分収支報告】

－

国会議員関係政治
団体について、過去
３ヵ年平均の提出率
以上
【平成29年分～平成
31年分収支報告】



平成31年度行政事業
レビュー事業番号

29年度 30年度 31年度

0027

(1)
選挙制度等の整備に必要な経費
（参加・実践等を通じた政治意識向上に要する経費除く。）

45百万円
（36百万円）

55百万円
（33百万円）

62百万円 1,4

国外に居住する選挙人について選挙権行使の機会を保障するため、在外選挙人名簿登録事務（市町
村選挙管理委員会に委託）に必要な諸様式や在外投票に必要な投票用紙等の物資を作成し、在外公
館及び市町村選挙管理委員会に対し送付する。国政選挙について、都道府県又は市町村選挙管理
委員会に対し、必要な技術的助言等をし、事務の適正な処理に関する情報を提供するために必要とな
る統計をまとめる。選挙の公正を確保しつつ、有権者が投票しやすい環境を整備し、投票率の向上を
図るための具体的方策について検討するため、研究会を開催する。政治資金規正法及び政党助成法
に基づき、政治団体から提出される収支報告書等について形式審査及び要旨の官報告示を行うととも
に、収支報告書等を閲覧に供する。また、請求に応じ少額領収書等の写しの開示業務を行う。

【活動指標（アウトプット）】
・代替目標／在外選挙人名簿登録者数＜参考指標＞
・在外選挙人名簿登録者数
【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
選挙制度等の整備に必要な経費を措置することにより、研究会等を開催するとともに、必要な技術的
助言等を行うことで、都道府県又は市町村選挙管理委員会にて適切に選挙事務が行われ、公職選挙
法等の趣旨に則った選挙制度が確立することに寄与する。

0026

(2)
参加・実践等を通じた政治意識向上に要する経費（昭和32年
度）

達成手段
（開始年度）

予算額（執行額）（※３）

関連する
指標(※４)

達成手段の概要等

134百万円
（108百万円）

107百万円
（93百万円）

119百万円 2,3

（１）高校生向け副教材の作成、（２）選挙権年齢引下げの周知啓発、（３）選挙啓発研修会開催、（４）
参加型学習教材作成

【成果指標（アウトカム）】
参加者数の前年度比増　　・代替指標／研修会（３種類）への参加者数：946人（平成30年度）
参加者数の前年度比増　　・代替指標／啓発イベントへの参加者数：69人（平成30年度）
高校生向け副教材の作成 ・代替指標／副教材の作成部数：127万部（平成30年度）
【活動指標（アウトプット）】
研修会（３種類）の１種類ごと開催数：16回
若者フォーラムの開催数：１回
高校生向け副教材の配布学校数：6,631校
【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
参加・実践等を通じた政治意識向上の事業を実施することにより、国民一人一人が政治や選挙に強い
関心を持ち、主権者としての自覚と豊かな政治常識、高い選挙道義を身につけることで、有権者の投
票参加を促すとともに、公正かつ厳正な選挙執行の実現に寄与する。

(3)
マイナンバーカードの選挙事務への活用等に関する調査研究
事業・政見放送手話通訳士研修会の事務委託事業（平成29年
度）

23百万円
（12百万円）

23百万円
（13百万円）

― 1

更なる有権者の利便性向上のため、選挙の公正を確保することを前提として、選挙事務においてマイ
ナンバー制度を活用することができれば、有権者及び選挙事務を行う選挙管理委員会の双方にとって
メリットをもたらすものであると考えられるため、今後のマイナンバー制度の利用範囲の拡大にあわせ
て、マイナポータル及びマイナンバーカードを活用した選挙事務の実施可能性について調査研究を行
う。　また、参議院選挙区選挙において手話通訳を付すために必要な政見放送における手話が可能な
手話通訳士を十分に確保するため、研修履修者数の少ない地方都市等の手話通訳士を主な対象とし
て全国各地の主要都市において「政見放送手話通訳士研修会」を開催する。

【成果指標（アウトカム）】
新たにマイナンバー制度等を活用した選挙事務を行う団体数：150（平成31年度）
政見放送手話通訳士研修会の履修者数：98人（平成30年度）
【活動指標（アウトプット）】
調査研究結果報告書の作成：１回
政見放送手話通訳士研修会の開催件数：４回
【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
マイナンバーカードの選挙事務への活用等に関する調査研究事業・政見放送手話通訳士研修会の事
務委託事業により、今後のマイナンバー制度の利用範囲の拡大にあわせて、マイナポータル及びマイ
ナンバーカードを活用した選挙事務の実施可能性について調査研究を行うとともに、研修履修者数の
少ない地方都市等の手話通訳士を主な対象として全国各地の主要都市において「政見放送手話通訳
士研修会」を開催し、手話通訳士を確保することで、民主政治の健全な発達に寄与する。
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※１　政策とは、「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」（平成25年12月20日政策評価各府省連絡会議了承）に基づく別紙１の様式における施策に該当するものである。

※２　「年度ごとの実績（値）」欄のかっこ書きの年度は、その測定指標の直近の実績（値）の年度を示している。

※３　前年度繰越し、翌年度繰越しの他、移流用増減、予備費での措置等を含む。

※４　測定指標は施策目標の達成状況が端的に分かる指標を選定しており、必ずしも達成手段と関連しないため「―」となることがある。

(6)
ICTの利活用による投票環境向上に係る調査研究・政見放送手
話通訳士研修会の事務委託事業

― ― 23百万円 ―

更なる有権者の利便性向上のため、投票環境の向上方策等に関する研究会報告（H30.8）を踏まえ、
タブレット端末などの汎用機を用いた電子投票機による電子投票の改善等について調査研究を行う。
また、参議院選挙区選挙において手話通訳を付すために必要な政見放送における手話が可能な手話
通訳士を十分に確保するため、研修履修者数の少ない地方都市等の手話通訳士を主な対象として全
国各地の主要都市において「政見放送手話通訳士研修会」を開催する。
【成果指標（アウトカム）】
政見放送の手話通訳を行うことができる者を100名増加（平成30年度：98名）
【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
政見放送手話通訳士研修会の開催件数：２件（平成30年度）

新31-0003

(5) 参議院議員通常選挙に必要な経費（令和元年度） ― ― 57,096百万円 ―

令和元年７月６日に任期満了を迎える参議院議員通常選挙の投票、開票及び選挙会等の事務、公営
制度並びに当該選挙に関し必要と認められる事項の選挙人への周知等選挙の管理執行に必要となる
経費について、国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律（以下「執行経費基準法」という。）
等に基づき、都道府県や日本郵便株式会社、新聞広告業者など関係する事業者に交付。

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
参議院議員通常選挙に必要な経費を支出することにより、公職選挙法等の趣旨にのっとった公明かつ
適正な選挙執行等がなされることで、民主政治の健全な発達に寄与する。

新31-0002

― ― 4

日本国憲法の精神にのっとり、衆議院議員、参議院議員並びに地方公共団体の議会の議員及び長を
公選する選挙制度を確立し、その選挙が選挙人の自由に表明せる意思によつて公明かつ適正に行わ
れることを確保し、もつて民主政治の健全な発達を期する。

(8) 日本国憲法の改正手続に関する法律（平成19年） ― ― ― 3
日本国憲法第96条に定める日本国憲法の改正について、国民の承認に係る投票に関する手続を定
めるとともに、あわせて憲法改正の発議に係る手続の整備を行う。

(7) 公職選挙法（昭和25年） ― ― ― 1～3

議会制民主政治の下における政党その他の政治団体の機能の重要性及び公職の候補者の責務の
重要性に鑑み、政治団体及び公職の候補者により行われる政治活動が国民の不断の監視と批判の
下に行われるようにするため、政治団体の届出、政治団体に係る政治資金の収支の公開並びに政治
団体及び公職の候補者に係る政治資金の授受の規正その他の措置を講ずることにより、政治活動の
公明と公正を確保し、もって民主政治の健全な発達に寄与する。

(9) 政治資金規正法(昭和23年) ―

(4) 衆議院議員総選挙に必要な経費（平成29年度）
63,184百万円

（59,679百万円）
― ― ―

平成29年10月22日に実施した第４８回衆議院議員総選挙の投票、開票及び選挙会等の事務、公営制
度並びに当該選挙に関し必要と認められる事項の選挙人への周知等選挙の管理執行に必要となる経
費について、国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律（以下「執行経費基準法」という。）等
に基づき、都道府県や日本郵便株式会社、新聞広告業者など関係する事業者に交付したもの。また、
同日併せて執行された第２４回最高裁判所裁判官国民審査（最高裁判所裁判官国民審査法第２条の
規定による）における審査公報及び裁判官氏名等掲示の作成等を行うために必要な経費と、執行経
費基準法に基づき、都道府県に交付したもの。

【成果指標（アウトカム）】
公正な国政選挙の確実な実施　・代替指標／実施した選挙の数：２（平成28年度）
【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
衆議院議員総選挙等に必要な経費を支出することにより、公職選挙法等の趣旨にのっとった公明かつ
適正な選挙執行等がなされることで、民主政治の健全な発達に寄与する。

―

― ― ―
政策の予算額・執行額

63,385百万円
（59,833百万円）

185百万円
（143百万円）

57,301百万円
政策に関係する内閣の重要政
策（施政方針演説等のうち主な
もの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（抜粋）
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